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はじめに 

 

東日本沿岸地域の中堅・中小企業を対象に、新規事業展開の一環としてのロシアでの事業展

望についてのセミナーを宮城県の２カ所で開催し、これら企業のなかからプロジェクトのロシ

ア・ＣＩＳ諸国でのプレゼンテーションを支援する事業を行った。 

本事業は平成25年度の公益財団法人ＪＫＡの競輪の補助金を使用した。関係者に感謝する次

第である。 
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１．事業の実施概要 

 

（１）日本国内でのセミナー 

 

東日本沿岸地域の中堅・中小企業を対象に、新規事業展開の一環として、ロシアでの事業展

望を伝えるために、2013年７月24日に仙台にて「ロシアビジネスセミナー in 宮城 -安倍総理訪

露後の中小企業のロシアビジネスの可能性-」と石巻市で2014年２月３日に「ロシアビジネスセ

ミナー in 石巻 -サハリン訪問等を踏まえて-」を開催した。開催案内は、別にあるので、中味

については、ご覧いただきたい。 

 

（２）ロシアでのプレゼンテーション 

 

東日本の太平洋沿岸地域の中堅・中小企業のロシアビジネスの支援を行うことを目的とし、

現地での日本企業のプレゼンテーションを実施した。目的にしたがい、公募によりロシアＣＩ

Ｓでのプレゼンテーションを実施する企業として、石巻市にある東日本フーズ株式会社が選定

されたので、同社のプレゼンテーションをロシアのユジノ・サハリンスク市で実施した。プレ

ゼンテーションには、同社のプレゼンテーションの実施者である遠藤修武氏と、本プレゼンテ

ーションをコンサルタントとしてサポートする鐡尾安夫氏を派遣するとともに、プレゼンテー

ションの司会および全体の統括を行うために、当会からロシアＮＩＳ経済研究所の高橋浩を派

遣した。 

 

出張概要は以下の通り。 

 

１）出張期間：2013年10月１日（火）～５日（土） 

 

２）出張者（肩書きおよび今回の役割） 

      

①遠藤修武：東日本フーズ㈱代表取締役社長   

   担当：すしネタ等の水産加工品についてのプレゼンテーター 
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②鐵尾 安夫：テツオ・トレーディング㈱代表取締役   

   担当：ビジネスコンサルタントとして東日本フーズ㈱のプレゼンテーションを 

サポート  

③高橋 浩 （一社）ロシアＮＩＳ貿易会ロシアＮＩＳ経済研究所副所長 

   担当：全体日程の調整およびプレゼンテーション時の司会 

 

出張日程は以下の通りである。 

 

平成25年度ＪＫＡ事業出張日程 

 

日程 時間 内容 宿泊地 

10月1日 

11:30 
16:20 
20:35 
21:50 

成田発(SU4679) 
ハバロフスク着 
ハバロフスク発 (SU4270) 
ユジノ・サハリンスク着 

ユジノ・サハリンスク市 
(ベルカ・ホテル) 

10月2日 
10:00 
12:00 
15:30 

サハリン水産業者協会 
サケ孵化場視察 
タラナイ社訪問 

 
〃 

10月3日 

10:00 
11:30 
13:00 
15:00 

サハリン州行政府ホトチキン州副知事訪問 
コルサコフ港、冷凍倉庫視察 
パラダ社訪問 
プレゼンテーションの実施（サンタ・ホテル） 

 
〃 

10月4日 11:00 
15:00 

ドリンスク市のイクラ加工、惣菜工場視察 
ユジノ・サハリンスク市内スーパ―視察 

 
〃 

10月5日 

13:00 
12:10 
------ 
14:00 
15:40 

--------- 
16:10 
17:00 

ユジノ・サハリンスク発 (HZ151) 
新千歳着 
--------- 
新千歳発（ＪＬ515、高橋、鐡尾） 
羽田着 
--------- 
新千歳発（ＪＬ2906、遠藤） 
仙台着 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

２．日本国内でのセミナー案内状および報道ぶり 

 

（１）ロシアビジネスセミナー in 宮城 

-安倍総理訪露後の中小企業のロシアビジネスの可能性- 

（2013年７月24日） 

 

 

（２）ロシアビジネスセミナー in 石巻 

-サハリン訪問等を踏まえて- 

（2014年２月３日） 
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案内状１ 
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案内状２ 
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現地での報道ぶり 

 

（読売新聞2014年2月4日朝刊、地方版掲載） 
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３．日本国内のセミナー配布資料 

 

（１）ロシアビジネスセミナー in 宮城  

-安倍総理訪露後の中小企業のロシアビジネスの可能性- 

（2013年７月24日） 

 

 

 

（２）ロシアビジネスセミナー in 石巻 

-サハリン訪問等を踏まえて- 

（2014年２月３日） 
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配布資料１ 
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４．プレゼンテーション・現地訪問時の 

報道および写真 
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１．報道 

 

サハリン州行政府のＨＰに掲載されたホトチキン副知事との面談時の紹介記事 

 

【宮城県のリーディングカンパニーがサハリン企業との協力を検討】（抄訳） 

本日、サハリン州行政府のセルゲイ・ホトチキン副知事は、日本の宮城県のリーディングカンパ

ニーの水産加工企業である遠藤修武社長と会談した。 

ホトチキン副知事は、日ロ関係はダイナミックに発展していると述べた。両国の貿易取引は300

億ドルに達し、そのうち70億ドル（全体の70％）がサハリンとの取引である。エネルギーが主体で

天然ガスが約700万ｔ、原油が300万ｔであるが、それ以外に水産分野がサハリン州と北海道企業が

密接な関係を有している。しかし、相互協力は宮城県をはじめとして、日本の北海道以外の地域と

も可能である。 

 日出る国からのゲストは、サハリンの専門家が日本側提案に関心を寄せることに期待し、以下

のようにのべた。 

「当社は生鮮海産物加工に従事しております。主に寿司、刺身ですが、当社の技術は他社とは異

なります。当社の製品は水産加工業者に役立つものと思われます」と遠藤社長は語った。 

 会談に出席したロシアＮＩＳ貿易会ロシア経済研究所の高橋浩副所長は、以下を強調した。 

宮城県は北海道と並ぶ水産業の代表的地域です。我々の訪問目的は日本とサハリン州の水産ビジ

ネス協力の拡大である。 
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現地新聞「サハリンとクリル」紙のＨＰ掲載のプレゼンテーション報道と抄訳 
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【日本人はサハリンからすしダネ、刺身用の水産物輸入を考えている（抄訳）】 

東日本フーズの遠藤社長は、10月３日のプレゼンテーションで水産物加工関係者を前に、日本

人がサハリンからすしダネ用の水産物輸入を考えている旨のプレゼンテーションを行った。 

同社は、ホタテ、タコ、つぶ等の新鮮な水産物を生で提供する加工に従事している。とくに，

寿司、刺身用である。ビデオで会社の精細な加工技術の紹介を行った。 

「わが社は、一次加工をしていないので、フィレ状態の骨なしの水産物の確保をしたいと考え

ている。提案があれば、検討し、協力していきたい」このように遠藤社長は述べた。 

製品は、重さ、形などで切り分けられ、冷凍され、真空パックされる。１日あたり、10万パッ

クほどが製造される。 
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２．写真 

 

サハリン水産業者協会との面談・プレゼンテーション 

 

 

同上 
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サンタ・ホテルでのプレゼンテーションの様子 

 

 

同上 



 

 

 

 

 

 

 

５．参考資料（１） 

サハリン州の水産資源事情について 

 

（地元雑誌『特殊意見』（2013年1-２月号）に掲載された最近のサハリンの 

漁獲と輸出についての事情についての記事の抄訳を紹介する） 
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水産物輸出のパラドックス 

 

ロシア極東、とりわけサハリン州ではここ数カ月、漁業部門の輸出が原料輸出に偏っている

という話題が必ずと言っていいほど持ち上がり、会話を始める際の儀式になっている観がある。

しかしながらこの「儀式」の影に我が国漁業界内部の利益相反が隠されていることは周知の事

実である。多くの漁民は、地元の取引網で販売される水産品はすべて中小企業が供給しており、

大企業は自分たちの漁獲物をアジア太平洋地域諸国向けに輸出している、と考えている。 

予断にとらわれずの状況を検討してみよう。 

 

国外市場の食欲 

確かに、水産品の輸出高は実際ピークに達している。この４年間でロシアからの輸出高は

20.7％、極東連邦管区からの輸出高は42.9％それぞれ増加している（ロシア連邦極東発展省デー

タ）。また、以前は主にスケソウダラとカニが輸出されていたが、今ではこれに太平洋サケ・ニ

シンが加わっている。一方、後者の人口当たり消費量がわが国では2009年に4.7㎏、2011年には

わずか3.7㎏と急減している。ちなみに、太平洋ニシンは割り当てられた漁業資源が十分消化さ

れておらず、大西洋ニシンが不足分に取って代わっている状況である。 

 

ところで、ロシア国民が消費するすべての水産品の22％は高価な輸入品、何よりも人工的環

境で養殖されたサーモンとトラウトである。僻遠の地であるサリンでさえこの独自の風味で塩

漬けされたノルウェーの魚はその着色された塩水で、買い物客の注目を引き付ける。 

当然のことながら、ロシアから輸出される極東の魚の最大の消費者は、わが国の強大な隣人、

中国である。2011年にはロシアの水産資源の輸出の40％超（16億ドル）が、同国向けであった。

ここで２つの事実が警戒心を呼び起こす。 

第一に、極東のロシア連邦専管水域で漁獲され、中国に供給される水産品の３分の１がヤミ

（闇）であり、違法・無通報・無管理漁業の漁獲物である。第二に、ロシアから中国向けに供

給される水産品の大部分が加工度の低い原料品であり、従って付加価値も小さい。このような

意見を述べるのは、沿海地方国政・地方行政研究所付属ニューチャレンジ・国家の安全に対す

る脅威研究センターのアレクサンドル・スハレンコ所長である。 
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同氏の資料によれば、極東連邦管区の水産業界は2012年の８ヵ月間に４億8,800万ドルの水

産物を中国に輸出した。これはロシアの公的情報源に合致している。ところが、中国の税関

総署のデータによれば、極東連邦管区の水産業界はこの期間、ほぼ63万9,000ｔの水産品を供

給し、その総額は９億4,600万ドルを超えている。このうち重量で99％が冷凍魚であった（63

万2,300ｔ、総額およそ９億1,100万ドル）。中国の輸入は、主にスケソウダラ、マダラおよび

ニシンの３つの魚種で構成されており、上述の供給量を確保するために、少なくともロシア

全体のこれらの魚種の漁獲高の50％、20％および72.5％がそれぞれ使われた、とスハレンコ

所長は指摘する。 

我がサハリン州は、昨年、地元の漁業通信社が伝えたように、27万2,000ｔ換言すれば漁獲

高の37％、金額にして４億3,780万ドルの水産物と水産製品を国外に輸出した。輸出の半分を

上回る量をスケソウダラが占め、残りはサケマス、ニシン、ホッケ、サンマおよびマダラで

あった。水産品の輸出高が最も多かったのは中国で37.2％、次に韓国（32.4％）と日本（18.4％）

が続いた。 

 

国内市場ではどうか？ 

もちろん、これほどの量の魚介類が、我々の口元をかすめて国外に持ち去られることは様々

な問題を引き起こさずにはいられない。このような問題の一つは実際には次のようなもので

ある。国内市場は国内で漁獲されるすべてを消化できるのか？  

ニシンは、昔からわが国の国民魚であるから、当然、消費量が低下するはずはない。が、

上述のように低下している。しかもオホーツク海ニシンの漁獲量は、コンスタントに増加し

ているのにもかかわらず、低下している。2013年は年初から、ロシア極東で６万9,800ｔのニ

シンの漁獲があった。この漁獲高は、前年のそれの1.3倍であり、2010年と比較すると５倍で

ある。 

サハリン州の漁民は昨年、４万3,700ｔのニシンを漁獲した。州の人口は49万8,000人なので

（幼児を含めて）一人当たりほぼ88㎏になる。しかし食べ過ぎにご用心！たとえ過分の分け

前を、中国人と韓国人に送り出すとしても、朝、昼、晩、毎日皮付きジャガイモニシンを大

口でもりもり食べることができる量である。それではどこに問題があるのか？輸出だけに問

題があるのではなさそうである。 

ロシアの通信社RBCによると（ロシアの）漁業指導者アンドレイ・クライニー氏が、最近
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の記者会見でこの問題について「もちろん、わが国の主要な（水産）輸出品はスケソウダラだ。

しかし、わが国で水揚げされるこの魚種150万ｔのうち、ロシア国内市場で30万～35万ｔしか消

費されないのは良くないことだ。他の魚はさておき、スケソウダラだけで、年間平均10㎏食べ

るよう、我々はロシア国民一人ひとりを説得しなければならないが、そんなことできはしない」

と語ったとのことだ。 

 

外貨の稼ぎ手－スケソウダラ 

南クリル漁区でウニ（ついでながら、極東の海でもっと高価で、ヒトの寿命を左右する産物）

を獲っている（昨年は6,000ｔを超えた）漁民は、日本にこれを輸出しているとして容赦なく批

判されている。とはいうものの、特に、国内市場がこの海産物のような、エキゾチックな産物

を受け入れる準備ができていないことは特徴的である。国外に出ていくものは1,000ｔ単位で計

量され、国内で消費するものは100㎏単位で計量される。この比率にはまったく意気消沈させら

れる。なぜこうなっているのか？ 

思い出してみよう。イカの栄養価をわが国の買い物客に認識してもらうのに、チェーンスト

ア「オケアン」の宣伝を通じて20年かかった。そうして今では、イカはごくありふれたお馴染

みの食品になった。ウニについても言いたいことは山ほどある。沿海地方の都市部ではウニに

対する興味がまだあって、レストランや寿司バーで食べることができるが、それより奥まった

地では、その名を耳にすることさえない。時間が必要だ。活発な宣伝が必要だ。新しい食品、

しかもこれほど風変わりな食品を、日常生活レベルまで浸透させることは容易なことではない。 

ほかにも想起することがある。前世紀の1960～70年代、ロシアではすでにウニが漁獲されて

いた。そしてウニの卵のほとんどすべてが病院、サナトリウム、保健所、医療科学研究センタ

ーといった保健省の各施設に送られていた。以前の態勢に戻る必要があるが、ただし現代の技

術に基づいた上でのことだ。こうしてこの驚異的な効果がある水産物を、人々の日常生活に導

入しなければならない。 

ところで、輸出については、その害だけでなく、国家の安全に対する脅威についても論じな

ければならない。 

 

集計したら悲しみが 

水産物の流れを我が祖国の岸に向けて方向転換させる試みはすでに試されている。つい最近
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の2008年６月に、商業漁業ベースで漁獲された水生資源漁獲物ならびに水生資源を原料にし

たすべての製品の、ロシア関税徴収区域への義務的持ち込みならびにそれらの手続きの簡略

化に関するロシア連邦政府決定（漁民の間では第486号決定として有名）が採択された。しか

し2009年１月１日に施行されたこの規則は、国内加工の急増にも、水産物の国内市場への浸

透にも結び付かなかった。また、漁獲量が増加したにもかかわらず、水産品価格は低下しな

かった。この政府文書が「機能」しはじめてから１年後、連邦漁業庁は以上のような結論に

到達せざるを得なかった。 

一方、上述の規則が新たに導入されたために、ビジネスがこうむった損失は著しく拡大し

た。例えば、スケソウダラ漁業者は、昨年の一年間で約80万ｔの魚を国外に売却したが、税

関を通過することが必要とされたために７億2,000万ルーブルの利益を逸する羽目となった。

輸出向けに供給される水産物の原価は、これが原因で魚種によってばらつきはあるが、１㎏

当たり５～16ルーブル増加した。「税関にまわり道」しなければならないが故に、水産物貨物

の仕向け地への納期が２～９日延びた。しかもこのような時間と金銭の損失には常識では説

明できない部分がある。特に輸出業者は、それまでに施行されていた規則に従って自分たち

の貨物の手続きをするために港に立ち寄ったときに、はじめにロシア国土への輸入の手続き

をし、そして元々ロシア産の魚に（毎年１億2,200万ルーブルを上回る）輸入手数料を納付す

ることを余儀なくされた。 

とはいっても、（施行から）わずか４年余りしか経っていない2013年１月21日に連邦政府は、

自らの決定第486号を修正した。今では変更後の政府決定には、水生資源およびこれを原料に

製造された製品は、ロシア国土に持ち込むかまたは農業省が定めるロシア国外にある組織に

持ち込まなければならない、と規定されている。政府決定旧版のテキストには、ロシア関税

徴収区域または政府が定めるロシア国外にあるロシア籍の水産物加工組織と記されていた。  

わが国の港での手続きの簡素化（すなわち、時間短縮）が達成されとことは、公平のため

に指摘しておかなければならない。しかしここでも歪曲なしには済まなかった。一部の漁民

が断言するところによると、水産物が輸出向けのときは手続き時間が３時間とはっきり限定

されているのに対し、国内市場向けに出荷する手続きは平均で３日かかる。この結果どうな

るか？その通り、魚を国外に納入する方が自国に残すより手っ取り早い。 

こんな具合に状況はパラドックスなのである。 
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豊かではない食いしん坊のために 

魚と海産物を輸出している水産業者を、愛国心がないといって非難することは可能である。

事あるごとに彼らにビジネスの社会的責任を想起させることは可能である。しかし、市場経済

（バザール的傾向があることも珍しくないが）にはそれ自体のロジックがある。どんな遠い国

であろうと、そこに製品を持っていくことが有利であれば、そこまでの道はおのずとできる。 

政府は経済プロセス規制の面で、自分の役割を果たすべきとの健全な声を聞く機会が最近ま

すます多くなった理由がここにある。例えば、ウラジオストク国立経済・サービス大学付属国

際ビジネス・経済研究所のアレクサンドル・ラトキン所長は、連邦漁業庁をベースにして、新

しい省、すなわち再生可能天然資源省を設立すべきとの提案を解説して次のように語る。 

「水産物原料の輸出ではなく、陸上水産加工への関心を呼び起こすような効果を持つメカニ

ズムをいかにしてつくるか、政府がよく考えてくれればよいのだが」と。 

ビクトル・イシャーエフ連邦極東発展相・極東管区連邦大統領全権代表は、ロシアでは水産

物の輸出を有利にする条件が法的につくられていると考える。「ロシア国民の一人ひとりにと

って水産物が入手しやすいようにするために、わが国の国内市場に魚を供給することで利益が

得られることを保障し、輸出割合を国が規制すべきだ」と同相は述べる。 

同相は、場合によっては輸出を一時的に制限または禁止することができる、ロシア国内市場

にとっての最重要貨物の現行リストに鮮魚、冷凍魚、冷蔵魚を加えることを提起している。同

相の見解では、制限・禁止有効期間は６カ月を超えず、国内市場での（当該貨物の）浸透程度

を見ながら短縮される。この措置は、「主要な貿易活動の国家規制に関する」連邦法に従って実

施することが可能である。 

 

ニシンは国民魚でなくなった 

ロシア水域で水揚げされた漁獲物とこれを原料にして製造された製品の一部をネットオーク

ションで販売しようというアイデアが極東発展省内部で生まれた。沿海地方でナホトカの造船

工場をベースにして、能力が40万ｔの巨大臨港冷凍設備を導入して水産物取引所パイロットプ

ロジェクトを立ち上げることが提案されている。この構想は新しいものではなく、すでに漁民

と漁業関係の役人たちの頭をかき乱したことがある（思い起こせば、サハリンのネベリスクで

旧漁港をベースにしてこのような取引所が出現するはずだった）。しかし、我がサハリン州でも、

極東でも、ロシアでもこの構想が実現するには至らなかった。 
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今回の提案もまた論争を呼んでいる。特に、サハリン水産業者協会のアレクサンドル・ポ

ポフ会長は、水産物の一部をネットオークションで販売する義務を戦時共産主義時代の「食

料徴発」と比べる。食料徴発は、1916年にロシアで導入され、結局、農業生産者による国家

への所定の（「割り当てられた」）規準量の食料の義務的供出という形になった。同会長は、

国が水産物の取引所取引から利益を得られるかどうかは疑わしいと考える。「しかし民営取

引所であれば2001～2003年がそうであったようにオークション開催日１日当たりおよそ数十

万ドルの利益を稼ぎ出すことができる。その一方、生産者から自由な水産物の販売のための

強力な取引の場を極東に設立することは言うまでもなく水産業者の利益になるであろう、と

同会長は強調する。 

水産物の消費者にとっても期待したいところである。だが我々が必要とするのはどんな利

益か？魚が良いものであって、多様であって、できるだけたくさんあって、裕福でないロシ

アの食いしん坊たちにとって手に入りやすいものであることが望ましい。

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．参考資料（２） 

現地プレゼンテーション時の配布資料 

 
（ここでは、ユジノ・サハリンスクで実施したロシア企業・組織向けにプレゼンテーション

を実施した際の配布資料の一部を掲載する。ロシア企業・組織用なので、ロシア語のもので

あることをご了承いただきたい。） 
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Бизнес-предложение по рыбопереработке на Сахалине РФ»  

1. О нашей компании 

   Наша компания была основана в марте 1991 года. Изначально она была небольшим 

предприятием, управляемым частным лицом и занимающимся оптовой торговлей, но затем ее 

структура была изменена и она расширила круг деятельности, начав сделки с сетями ресторанов 

(суси бизнес). На третий год был построен собственный завод компании, на котором начали 

переработку морского гребешка для суси. С тех пор количество видов морепродуктов, 

проходящих переработку, увеличилось, и в настоящее время на заводах компании производится 

около 15 видов морепродуктов, и в обороте имеется около 30 видов готовых продуктов. Основные 

клиенты компании — это крупные сети конвейерных суси-ресторанов кайтэн-дзуси и ресторанов 

с суси на вынос, а также отделы суси со свежей рыбой и другими блюдами из морепродуктов в 

продуктовых супермаркетах. 

   Что касается заграничного производства, то в 2002 году мы нашли партнера-завод по 

контрактной переработке морепродуктов в Даляне (Китай). Затем деятельность была расширена в 

провинциях Шаньдун и Фуцзянь и продолжается и по сей день. 

   С 2009 года через торговую компанию мы организовали контрактное производство и во 

Вьетнаме, а с 2011 года этот партнер перешел от контрактного производства к прямой торговле с 

нами и продолжает увеличивать количество видов обрабатываемых морепродуктов. 

   Кроме того, после начала производства в Китае и Вьетнаме компания стала принимать 

иностранных стажеров и проводить техническое обучение. 

 

2. Ведение бизнеса 

  Сам я около 50 лет работаю в сфере рыбной промышленности и в определенной степени 

обладаю соответствующими знаниями. Мы уже имеем опыт торговли морепродуктами с Дальним 

Востоком России, однако об объемах выгрузки морепродуктов и об обстановке на 

рыбоперерабатывающих заводах в данном регионе пока мне не известно. В ходе этого визита я 

намерен осмотреть российские заводы, чтобы в дальнейшем более предметно говорить о ведении 

бизнеса. 

   Мы думаем о сотрудничестве по следующим видам морепродуктов: 
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Раковины : морской гребешок, трубач, хокки-гаи и другие 

Рыба : лососевые, камбаловые и другие 

Креветки : королевские креветки ботан эби, красные креветки ака-эби   

Мягкотелые : кальмары, осьминог 

   Просим Вас также сообщить, какие еще морепродукты, которые можно есть сырыми, 

ловят на побережье. 

 

3. Быстрая заморозка 

   Существуют разные способы заморозки морепродуктов, но для суси и сасими 

используются морепродукты, которые в короткий срок замораживаются с использованием 

замораживающего оборудования с температурой около -40оС. 

   В настоящее время в Японии разработаны самые разные виды замораживающего 

оборудования — они подразделяются в зависимости от объема камеры и цели использования 

продукта, но в основном считается, что продукты, замороженные в устройствах, позволяя по 

возможности не разрушать структуру клетки, имеют более высокую добавочную ценность. При 

этом сделки на такие морепродукты осуществляются по более высоким ценам, чем на обычную 

замороженную продукцию, поэтому все рыбоперерабатывающие компании активно внедряют 

высокоэффективное замораживающее оборудование.  

   Полагаю, что повышение свежести и качества заморозки позволит увеличивать 

добавочную ценность морепродуктов, которые ловятся в прибрежной зоне  Вашей страны, и 

Вам стоит задуматься о внедрении новейшего замораживающего оборудования и о выходе на 

мировой рынок. 



 

45 

 

 
 

 



 

46 

 

 

 



 

47 

 

 

 



 

48 

 

 

 



 

49 

 

 

 



 

50 

 



 

 

 



 

 

この事業は、競輪の補助金により作成しました。 

http://ringring-keirin.jp 
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